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貸 借 対 照 表 

（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

(単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科  目  金  額  科  目  金  額  

流 動 資 産  2,407,252  流 動 負 債  704,075  

 現 金 及 び 預 金   1,822,653   買 掛 金   174,202  

 受 取 手 形  19,900   短 期 借 入 金   358,000  

 売 掛 金  438,894   1 年以内返済予定 
 6,720 

 

 商 品 及 び 製 品   43,465   の 長 期 借 入 金   

 仕 掛 品  8,541   未 払 金   62,740  

 原材料及び貯蔵品  32,680   リ ー ス 債 務   10,233  

 前 払 費 用  19,903   未 払 費 用   29,932  

 そ の 他  21,260   

 

未 払 法 人 税 等  

 

 18,123  

 貸 倒 引 当 金  △47   預 り 金   10,159  

     賞 与 引 当 金   29,232  

     そ の 他   4,731  

固 定 資 産  1,615,228      

有 形 固 定 資 産  985,698  固 定 負 債  150,389  

 

 

建 物  260,502   リ ー ス 債 務   21,496  

 構 築 物  1,282   退職給付引当金   47,844  

 機 械 及 び 装 置   161,487   役員退職慰労引当金   70,888  

 車 輌 運 搬 具  0   繰 延 税 金 負 債   7,542  

 工具、器具及び備品  22,547   そ の 他   2,617  

 土 地  518,685       

 リ ー ス 資 産   21,193  負 債 合 計  854,465  

無 形 固 定 資 産  47,682  純 資 産 の 部 

 ソ フ ト ウ エ ア  6,158  株 主 資 本  3,152,289  

 ソフトウェア仮勘定   28,000  資 本 金  1,226,650  

 リ ー ス 資 産   7,248  資 本 剰 余 金  1,172,655  

 そ の 他  6,275   資 本 準 備 金   1,171,200  

     その他資本剰余金   1,455  

投資その他の資産  581,847  利 益 剰 余 金  858,323  

 投 資 有 価 証 券  216,978   利 益 準 備 金   196,000  

 出 資 金  135   そ の 他 利 益 剰 余 金   662,323  

 破産更生債権等  1,840   別 途 積 立 金   652,778  

 長 期 前 払 費 用  948   繰越利益剰余金  9,545  

 保 険 積 立 金  311,770  自 己 株 式  △ 105,338  

 そ の 他  61,985  評価・換算差額等  15,725  

 貸 倒 引 当 金  △11,812   その他有価証券評価差額金  15,725  

    純 資 産 合 計  3,168,014  

資 産 合 計  4,022,480  負債・純資産合計  4,022,480  

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



損 益 計 算 書 

(
自 平成 30 年 4 月 1 日

至 平成 31 年 3 月 31 日) 
 

（単位：千円） 

科      目 金      額 

  売 上 高  2,799,358 

  売 上 原 価  2,050,499 

   売 上 総 利 益  748,859 

  販売費及び一般管理費  819,050 

   営 業 損 失  70,191 

  営 業 外 収 益   

   受 取 利 息 1,525  

   受 取 配 当 金 4,948  

   為 替 差 益 205  

   作 業 く ず 売 却 益 4,761  

   受 取 手 数 料 1,537  

   そ の 他 2,311 15,290 

  営 業 外 費 用   

   支 払 利 息 3,977  

   投資事業組合運用損 1,058  

   そ の 他 436 5,472 

   経 常 損 失  60,373 

  特 別 損 失   

   固 定 資 産 除 却 損  1,743  

   投資有価証券評価損 4,942  

   原 状 回 復 費 用 4,836  

   倉 庫 移 転 費 用 1,260 12,782 

  税 引 前 当 期 純 損 失  73,156 

  法人税、住民税及び事業税 8,627  

  法 人 税 等 調 整 額 － 8,627 

  当 期 純 損 失  81,783 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



株主資本等変動計算書 

(
自 平成 30 年 4 月 1 日

至 平成 31 年 3 月 31 日) 
（単位：千円） 

  株 主 資 本 

  資本剰余金 利益剰余金 

      その他利益  

 資本金 資 本 その他 資 本 利 益 剰 余 金 利 益 

  準備金 資本 剰余金 準備金 別 途 繰 越 剰余金 

   剰余金 合 計  積立金 利 益 合 計 

       剰余金  

平成 30 年 4 月 1 日残高 1,226,650 1,171,200 1,455 1,172,655 196,000 772,778 18,637 987,415 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当       △47,308 △47,308 

 別途積立金の取崩      △120,000 120,000 ― 

 当期純損失（△）       △81,783 △81,783 

 自己株式の取得         

 株主資本以外の項目の事業 
        

 年度中の変動額（純額） 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― △120,000 △9,092 △129,092 

平成 31 年 3 月 31 日残高 1,226,650 1,171,200 1,455 1,172,655 196,000 652,778 9,545 858,323 

 

 株主資本 評価・換算 

差 額 等 純資産 

 自己株式 株主資本 その他有価証券 合 計 

  合  計 評 価 差 額 金  

平成 30 年 4 月 1 日残高 △105,338 3,281,382 30,374 3,311,757 

事業年度中の変動額     

 剰余金の配当  △47,308  △47,308 

 別途積立金の取崩  ―  ― 

 当期純損失（△）  △81,783  △81,783 

 自己株式の取得 0 0  0 

 株主資本以外の項目の事業 
  △14,649 △14,649 

 年度中の変動額（純額） 

事業年度中の変動額合計 0 △129,092 △14,649 △143,742 

平成 31 年 3 月 31 日残高 △105,338 3,152,289 15,725 3,168,014 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

  

 



 

 

個 別 注 記 表 
 

 

１. 重要な会計方針に係る事項 

  (1) 資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

     時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

     時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。 

   ②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品・製品・仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

    原材料 

主に総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

  (2) 固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         10～47年 

機械及び装置   10年 

   ②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

   ③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

  (3) 引当金の計上基準 

   ①貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   ②賞 与 引 当 金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

   ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

   ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末における支給見込額を計上しております。 

  (4) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

投資有価証券 19,470千円 
 

② 担保に係る債務  
 

１年以内返済予定の長期借入金 6,720千円 

なお、上記の借入金には、担保留保条項が付されております。 



 (2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,868,055千円 

 

３. 株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

  普通株式 5,160,000株 

(2) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

  普通株式 429,111株 

(3) 配当に関する事項 

 ① 配当金支払額 
 

決  議 株式の種類 
配 当 金 の 

総額(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基 準 日 効 力 発 生 日 

平成30年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 47,308 10 平成30年3月31日 平成30年6月29日 

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

決  議 株式の種類 
配当金の 

総額(千円) 

配当の 

原 資 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効 力 発 生 日 

令和元年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 47,308 利益剰余金 10 平成31年3月31日 令和元年６月27日 

 

(注) 上記②の配当金に関しては、当社定時株主総会において付議予定の金額であります。 
 

(4) 当事業年度末における新株予約権の目的となる株式の種類及び数 
 

当該事項はありません。 

 

４. 税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   (繰延税金資産)   
 

 未 払 事 業 税  2,911千円 

 貸 倒 引 当 金  3,631千円 

 賞 与 引 当 金  8,950千円 

 退 職 給 付 引 当 金  14,650千円 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  21,705千円 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  25,035千円 

 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損  11,133千円 

 減 損 損 失  1,081千円 

 棚 卸 資 産 評 価 損  1,659千円 

 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金  34,010千円 

 そ の 他  10,129千円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  134,900千円 

 評 価 性 引 当 額  △134,900千円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  - 千円 
          
   (繰延税金負債)   

 
 その他有価証券評価差額金  7,542千円 

 繰 延 税 金 負 債 小 計  7,542千円 

 繰 延 税 金 負 債 合 計  7,542千円 
    

 

 

 

 



 

 

５．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、事業遂行に必要な運転資金及び設備投資計画に必要な資金の調達については、原則として内部留保によ

る自己資金を充当することとし、極力銀行等の借入には依存しないことを基本方針としております。余資運用について

は余資運用規程を遵守しております。余資運用以外の定期預金や、借入金等の金融機関との取引については、原則

として営業協力目的に限定するものとし、当社の売上拡大が見込まれると営業本部長が認め、かつ取締役会にて承認

された場合に限り、取引するものとしております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務提携

に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。借入金は主に営業協力を、ファイナンス・

リース取引に係るリース債務は主に手元流動性の確保を、それぞれ目的としたものであります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当社は、与信管理規程及びリスク管理規程の定めに従い、営業債権について、営業本部及び管理本部が月毎に得

意先別の与信額との比較を行うとともに、個々の営業債権について期日及び残高を管理し、財務状況等の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

投資有価証券は、余資運用規程の定めに従い、関係者は適宜適切にそのリスクを管理しております。 

当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により表わされ

ています。 

② 市場リスクの管理 

投資有価証券については、余資運用規程の定めに従い、関係者は適宜適切にそのリスクを管理しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、余資運用等を行うに際しては、取引実行時の借入金残高及び当面の必要資金を十分に上回る手元

流動性を確保するようにしております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。 

(5) 信用リスクの集中 

当期の決算日現在における営業債権のうち12.9％が特定の大口顧客に対するものであります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成31年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注2）を参照ください。） 

（単位：千円） 
  貸借対照表計上額 時価 差額 
(1) 現金及び預金 1,822,653 1,822,653 － 
(2) 受取手形 19,900 19,900 － 
(3) 売掛金 438,894 438,894 － 
(4) 投資有価証券     

その他有価証券 208,692 208,692 － 
資産計 2,490,140 2,490,140 － 

(1) 買掛金 174,202 174,202 － 
(2) 短期借入金 358,000 358,000 － 
(3) 未払金 62,740 62,740 － 
(4) リース債務（１年以内を含む） 31,730 33,156 1,425 
(5) 長期借入金（１年以内を含む） 6,720 6,720 － 

負債計 633,393 634,819 1,425 

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券取引に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、（2）受取手形、(3) 売掛金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4) 投資有価証券 

投資有価証券について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された



価格によっております。 

負債 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3)未払金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4) リース債務（1年以内を含む） 

リース債務（1年以内を含む）については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(5) 長期借入金（1年以内を含む） 

長期借入金（1年以内を含む）については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。 

（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 (単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式等 8,286 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産(4)投資有価

証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 

役員及び個人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

議決権等の所
有(被所有)割合 

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員及びその
近親者 川瀬 清 

被所有 直接
4.36% 

元当社代表
取締役社長 
現当社会長 

報酬 21,320 ― ― 

(注) 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

川瀬清は、当社代表取締役川瀬康平の実父であります。当社の代表取締役社長として企業経営に携わってきた

実績があり、長年の経験、奥深い知識、幅広い人脈等を勘案して報酬額を決定しております。 

 
７. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 669円64銭 

(2) １株当たり当期純損失（△） △ 17円29銭 
 

 
 

 

 

 

 


